
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

● 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

来年度以降の方
向性

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

25 35 49 40 45 50

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

名簿情報提供申請団体数については、地域における担い手不足や昨今のコロナ禍の影響により目標未達
の状況が続いている。地域の実情に合わせた積極的な制度広報や支援を引き続き実施することで申請団体
数の増加を図っていく。

アウトプット
活動指標2

出前講座等により地域組織を支援した回数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

2 10 6 10 10 10

↓

アウトカム
成果指標1

避難行動要支援者名簿情報提供申請団体数 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

118,242 118,943

人工

指標

アウトプット
活動指標1

避難行動要支援者名簿掲載者数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

0 人工

令和7年度予算額 12,000 千円 うち特定財源 3,000 千円 正規職員業務量 0

正規職員業務量 0 人工

令和6年度決算額 9,983 千円 うち特定財源 2,473 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0 人工

令和6年度予算額 13,000 千円 うち特定財源 3,000 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

災害時の避難に支援を必要とする要配慮者が円滑に避難できるよう、地域主体の避難支援体制を構築する。

他都市の状況

他都市においても、災害対策基本法に基づき、災害時の要配慮者避難支援体制の構築に向けた取組を実施している。

市民参加の実施

令和5年度決算額 4,245 千円 うち特定財源 0

施策名 災害時や感染症の感染拡大時においても、誰もが安心して医療や介

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

国は東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２５年に災害対策基本法を改正し、新たに災害時の避難に特に支援が必要な者を一
覧した避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付け、その名簿情報の提供方法等について定めた。札幌市においても、
平成２６年度に「札幌市災害時要援護者避難支援ガイドライン」及び「札幌市地域防災計画」を改定し、平成２７年度から町内会
等の地域団体の申請に基づき、避難行動要支援者名簿に記載された情報を提供し、地域における要配慮者に対する避難支
援の取組を推進している。

事業内容
（何を実施し）

・避難行動要支援者名簿情報の提供
災害時の避難に特に支援を必要とする方たちの名簿（避難行動要支援者名簿：令和６年１月１日時点掲載者数１１８，９４３人）
を作成し、希望する町内会等の地域団体に対し名簿情報を提供する。また、避難支援等関係者への出前講座実施、ハンドブッ
クの配布等により、要配慮者避難支援の取組みを拡大させる。
・要配慮者避難支援の取組状況のアンケート調査の実施
全単位町内会を対象としたアンケート調査により、地域の取組状況や課題を把握するとともに、先進的な取組を行っている地域
へのヒアリングを通じて事例収集を行い、今後の取組拡大につなげる。
・要配慮者二次避難所（福祉避難所）の設定運営能力向上研修の実施
要配慮者二次避難所（福祉避難所）の候補施設の職員や区職員を対象とした運営研修を実施することにより、仕組みの周知と
運営能力の向上を図る。
・誰もが住みやすいあんしんのまちコーディネート事業
福祉の資格や専門的知見を有するコーディネーターを外部委託により配置。要配慮者避難支援の取組に課題を抱える地域団
体に対して派遣し、要配慮者と支援者のマッチングへの助言や個別避難計画作成の助言等を実施（令和５年度まで当該事業
を所管していた障がい福祉部への予算委託により実施）

事業名 要配慮者避難支援対策費

評価担当課 所   属 保）総務部　地域福祉・生活支援 電話番号 011-211-2932

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 37317


